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鶴ヶ島駅周辺地区まちづくり構想等策定支援業務委託 

プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

この実施要領は、鶴ヶ島駅周辺地区まちづくり構想等策定支援業務（以下「本業務」と

いう。）の委託に当たり、公募型プロポーザル方式による評価を行い、最も優れた提案を

行った提案者を本業務の契約を締結する候補となる事業者（以下「受注候補者」という。）

として選定するために必要となる事項を定めるものとする。 

 

 

２ 業務の目的 

市では、鶴ヶ島駅周辺地区の都市機能の維持充実を図るため、市内企業と連携した交流

拠点を整備し、整備効果をさらに高めるための魅力ある地域づくりを推進することを目

指している。 

本業務は、地域住民や関係団体等の意向を踏まえて鶴ヶ島駅周辺地区のまちづくりを

推進するため、鶴ヶ島駅周辺地区の現状及び課題の整理、まちづくり構想案の作成、事業

化に向けた整備計画案の作成などの一連の業務に対して、高い専門性やノウハウを有す

る事業者に支援を受けることを目的に実施するものである。 

 

 

３ 基本条件 

(1) 業務の名称 

鶴ヶ島駅周辺地区まちづくり構想等策定支援業務 

(2) 業務期間 

契約締結日から令和６年３月２２日までとする。（２か年） 

(3) 業務内容 

別紙「鶴ヶ島駅周辺地区まちづくり構想等策定支援業務委託仕様書」のとおり。ただ

し、提案内容等を踏まえて委託料の範囲内で変更する場合がある。 

(4) 提案上限額 

年度 上限額 

令和４年度 １２，１００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和５年度 ４，７１９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

２か年合計 １６，８１９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※ 上記金額はあくまで予算額であり、契約金額ではない。  
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４ 参加資格 

① 鶴ヶ島市から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

② 会社更生法(平成 14年法律第 154号)に基づき更生手続開始の申立て（同法附則第

２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む｡）が

なされている者でないこと｡ 

③ 民事再生法(平成 11年法律第 225号)に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと｡ 

④ 経営の状況又は信用度が極度に悪化していない者であり、適正な契約の履行が確

保される者であること。 

⑤ 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定に該当しない者で

あること。 

⑥ 他の地方公共団体において、過去５年以内に本業務と同等以上の業務を受注し、完

了した実績を有していること。 

 

 

５ スケジュール 

本業務の受注候補者の選定は、次のスケジュールのとおり行う。なお、№５の書類審査

は、提案者が多数（概ね４者を超えるとき）の場合のみ実施し、書類審査通過者を対象に

プレゼンテーションによる評価を実施するものとする。 

また、提案者が１者であった場合においてもプレゼンテーションを実施するものとす

る。 

№ 項目 日時 

１ 実施要領等の公表 令和４年４月４日（月） 

２ 質問事項の受付 令和４年４月１１日（月）１７時００分まで 

３ 質問に対する回答 令和４年４月１４日（木） 

４ 提案書の提出 令和４年４月２７日（水）１７時００分まで 

５ 書類審査結果の通知 

（プレゼン日程を併せて通知） 

令和４年５月６日（金） 

６ プレゼンテーション 令和４年５月１１日（水） 

７ 選定結果の通知 令和４年５月中旬頃（発送予定） 
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６ 提案に関する事項 

(1) 実施要領等の配布 

令和４年４月４日（月）に市ホームページへ公開する。 

(2) 質問事項の受付及び回答 

① 提出書類 

質問書（様式第１号） 

② 受付方法 

電子メールにより行うこととし、電話又は窓口での質問は受け付けない。 

なお、電子メールの件名は「【事業者名】プロポーザルに係る質問事項」とし、担

当者の氏名及び連絡先を明記すること。 

③ 受付期限 

令和４年４月１１日（月）１７時００分まで 

④ 質問事項に対する回答 

寄せられた質問に対する回答は、４月１４日（木）に市ホームページへ掲載するこ

とにより行う。 
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(3) 提案書の提出 

① 提出書類 

№ 提出書類名 注意事項 

【参加申込関係】 

 １ 参加申込書（様式第２号）  

 ２ 会社概要調書（様式第３号） ・ 会社案内（パンフレット）を１部添付す

ること。 

 ３ 類似業務実績調書（様式第４号）  

【提案関係】 

 ４ 提案内容書（任意様式） ・ 日本工業規格Ａ４判で作成し、目次及

びページ番号を付与すること。 

・ 目次を含めず、片面換算で２０ページ

以内とすること。 

・ 別紙「鶴ヶ島駅周辺地区まちづくり構

想等策定支援業務委託仕様書」の『４ 

業務内容』に示す項目に沿った提案と

すること。 

 ５ 実施計画書（任意様式） ・ 日本工業規格Ａ４判で作成し、片面換

算で４ページ以内とすること。 

・ 本業務の実施手順、工程のほか、業務進

捗管理や連絡体制等のプロジェクト管

理の考え方を記載すること。 

 ６ 実施体制調書（様式第５号）  

 ７ 見積書（任意様式） ・ 見積金額は２か年の合計金額、年度毎

の金額のほか、仕様書の業務内容に応

じて、体制等を含めできる限り積算内

訳（単価、工数等）が分かるように作成

すること。 

・ 見積書は、消費税及び地方消費税を含

まない金額で作成すること。 

 

② 提出部数 

ア 紙媒体   １０部（代表者印を押印した原本を１部、コピーを９部） 

イ 電子媒体   １部（CD-R又は DVD-R） 

③ 提出期限及び提出方法 

令和４年４月２７日（水）１７時００分までに、直接持参又は郵送にて提出するこ

と。（郵送の場合は提出期限までに必着）  
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(4) プレゼンテーション 

① 実施日及び会場 

令和４年５月１１日（水）に、鶴ヶ島市役所において実施する。なお、プレゼンテ

ーションの時間、会場等の詳細は、別途通知する。 

② 参加者 

プレゼンテーションの参加者は４名までとし、本業務を受注した場合の主担当者

がプレゼンテーションを行うこと。 

③ 所要時間 

各提案者４５分程度（説明３０分以内、質疑応答１５分程度）とする。 

④ 実施内容 

事前に提出する提案書の内容に基づいてプレゼンテーションを行うこと。 

なお、パワーポイント等のプレゼンテーションソフトを使用する場合は、提案者が

パソコン及び説明用データを用意すること。（プロジェクター及びスクリーンは市が

用意する。） 

 

 

７ 評価に関する事項 

(1) 評価者 

評価は、審査内容等の公正性、透明性の確保等の観点から、副市長及び関係部長級職

員により構成する「鶴ヶ島駅周辺地区まちづくり構想等策定委員会」が行う。 

(2) 評価基準 

提案者からの提案書及びプレゼンテーションを基に評価・採点をし、その得点が最も

高い事業者を受注候補者とする。 

評価の配点は、提案書及びプレゼンテーションによる技術評価点を 90点（評価者の

平均点）、見積書の金額による価格評価点を 10点とし、合計 100点満点で評価する。た

だし、評価点が最低基準点（60点）に満たない場合は、受注候補者として選定しない。 

№ 区分 評価項目 評価の視点 配点 

１ 技術評価 類似業務実績調書 類似業務の実績 １０点 

２ 提案内容書 課題整理の的確性 

提案内容の妥当性 

提案内容の実現性 

提案内容の独創性 

４０点 

３ 実施計画書 業務工程の妥当性 ３０点 

４ 実施体制調書 責任者及び担当者の実績 １０点 

５ 価格評価 見積書 １０点×（最低提案価格÷提案価格） １０点 

合計 １００点 
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(3) 特記事項 

① 提案者が多数（概ね４者を超えるとき）の場合は、提案書による書類審査を行い、

書類審査通過者のみプレゼンテーションによる評価を実施する。 

② 提案者が１事業者になった場合でも評価を行い、評価点が最低基準点（60 点）以

上であれば受注候補者として決定する。 

 

 

８ 選定結果の通知及び契約 

(1) 結果の通知 

選定の結果は、各提案者に文書で通知する。 

(2) 契約 

市は、受注候補者と契約条件及び委託業務内容を協議し、両者合意の上、地方自治法

施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号の規定に基づく随意契約により本業務の契約を締結

する。 

なお、協議の結果、受注候補者との合意に至らず契約締結ができない場合は、次点の

提案者と協議を行う。 

 

 

９ その他の注意事項 

① 本プロポーザルの参加に要する経費は、全て提案者の負担とする。 

② 提出書類は返却しない。 

③ 提出書類は本プロポーザル以外の目的には使用しない。ただし、市は、本件に係る

報告、説明、公表などのために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるも

のとする。また、情報公開請求があった場合は、鶴ヶ島市情報公開条例に基づき、提

出書類を公開する場合があるので、了解の上、提案すること。 

④ 提案書の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、書面（任意様式）に

て直接持参、郵送又は電子メールにより申し出ること。 

 

 

10 提出及び連絡先 

  〒350-2292 

  埼玉県鶴ヶ島市大字三ツ木 16番地１ 

  鶴ヶ島市 総合政策部 政策推進課（政策担当：木下） 

  電 話：049-271-1111（内線 441） 

  e-mail：10200010@city.tsurugashima.lg.jp 

 


